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研究会とりまとめの概要 

 
～中小企業・小規模事業者人手不足対応ガイドライン～ 

平成２９年３月 
中小企業庁 
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１．趣旨 
• 我が国経済は、深刻な人手不足に直面。これまでの仕事を見つけにくい「求職難」の時代から、人手の確保が困

難になる「求人難」の時代に移行。根本にある人口減少、少子高齢化という構造的課題。 

• 若者の強い大企業志向や賃金格差、高い離職傾向など、中小企業・小規模事業者を巡る状況はより一層厳しい。 

• 他方で、中小企業・小規模事業者は、復職後の女性に選択される傾向が強く、従業員に占める高齢者の割合が
高い。 

• こうした状況を踏まえ、女性、高齢者などの多様な働き手が最大限能力を発揮できるよう、働き方改革や職場環
境の整備を進めることで、企業の魅力を高め潜在労働力を掘り起こすことにより、人手不足に対応していくことが
重要である。 

• また、同時に、IT機械等の導入等による生産性向上にも、不断に取り組んでいく必要がある。 

• そうした取組は、業種や規模、地域によって対応が異なる。 

• こうした違いを踏まえつつ、多様な働き手が最大限能力発揮できる職場づくりや、ソフト・ハード両面から生産性向
上に取り組んでいる好事例を収集・分析し、人手不足対応への考え方を整理する。 

• こうした趣旨から、人手不足に直面する中小企業・小規模事業者の経営者等の一助となり、好事例の横展開が
図られることを企図として、「中小企業・小規模事業者における人手不足対応研究会」を設置。 
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（参考１）委員名簿 

（参考２）検討経緯 

（敬称略、五十音順、◎は座長） 
◎ 今野浩一郎 学習院大学 経済学部 経営学科 教授 
   宇佐川邦子 株式会社リクルートジョブズ ジョブズリサーチセンター センター長 
   苧野 恭成 全国商工会連合会 総務部長 
   海老原嗣生 株式会社ニッチモ 代表取締役 
   及川  勝 全国中小企業団体中央会 事務局次長 兼 政策推進部長 
   小林 治彦 日本商工会議所 産業政策第二部 部長 
   島貫 智行 一橋大学大学院 商学研究科 准教授 
   原  正紀 株式会社クオリティ・オブ・ライフ 代表取締役  

  第１回（2016年10月21日）：研究会の開催について／他 

  第２回（2016年11月16日）：事例の検討（女性、高齢者等多様な人材の活用）／他 

  第３回（2016年12月21日）：事例の検討（生産性向上の工夫）／他 

  第４回（2017年2月10日）  ：とりまとめ骨子について／他 

  第５回（2017年3月3日）    ：最終とりまとめについて／他 
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 ニーズが高いミドル、新卒のみならず、女性、高齢者、外国人等の多様な人材に視野を広げ、人材
の発掘から、確保、定着までを支援。 

地域中小企業人材確保支援等事業 （平成２８年度予算10.4億円） 

 地域の中小企業・小規模事業者のニーズを把握し、都市部の若手人材等や地域内外の若者・女
性・シニア等多様な人材から、地域事業者が必要とする人材を発掘する。併せて、合同企業説明会な
どを開催し、マッチングを促進する。同時に、人材定着のための研修等も行い、人材確保を支援する。 

地域や都市部での 
実施事業者によるイベント等 

 
・中小企業の経営者と大学生との交流会 
・若手社員の定着に向けた研修 
・女性のための合同企業説明会 
・シニア人材の採用・活用セミナー 
・都市部人材への地域企業の魅力発信支援  
 など 
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２．人手不足の状況 ～（参考）現在の取組～ 
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 経営課題として深刻化する人手不足を変革・成長のための機会と捉え直す。 
 女性、ミドル、シニア、外国人等の多様な人材に視野を広げ、働き手の立場にたった職場環境整備
等を進め、人材を確保する（掘り起こす）。 

 ＩＴ導入や設備導入、人材育成等により、労働生産性を向上する。 

３．基本的な考え方 ～人手不足対応の基本的な考え方～ 

（出展）中小企業庁（2015）「中小企業白書」 （出展）中小企業庁（2016）「中小企業白書」 
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図１５．人材確保できている企業の特徴 図１６．ＩＴ投資による売上高経常利益率の差 



（出典）中小企業庁（2015）「中小企業白書」 

 人材確保できている企業は採用、職場環境、賃金、福利厚生、教育、人事に意識が高い。 
 離職原因は、上司との人間関係や業務内容、賃金、職場環境。 
 労務管理や意思疎通、人事管理等の職場環境整備は人材確保・離職防止において重要。 

図１５．人材確保できている企業の特徴 
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図１７．離職者の職場・仕事を辞めた理由 

（出典）中小企業庁（2015）「中小企業白書」 
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３．基本的な考え方 ～職場環境整備は人材確保・離職防止に有効～ 
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① 経営課題を見つめ直す 
自社のニーズ・課題に遡って捉えることで、経営課題についての解決の方向性・優先度を再認識する。 

出発点として、人材確保の経営課題上の意味・目的を明確化する。 
(取組事例イメージ） 
１）需要の拡大への対応（取組量を上げることが重要） 
 需要の拡大への対応が優先課題と再確認。１時間単位での雇用契約を認め、女性の求職を多く集め対応した。 

4）新たな需要の獲得への対応（新しい取組が重要） 
 需要拡大が経営課題であり外国人客をターゲットに拡大すると確認。外国人留学生を採用し、インバウンド観光
客への接客向上・口コミ拡大、外国語ＨＰの整備により、売上を伸ばした。 
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2）需要への安定した対応（取組量を維持することが重要） 
 ラインの稼働率が生産性に直結。人材育成に力を入れ、社員の意欲や技術が向上し、稼働率や定着率が上がった。 
3）需要への対応の質を安定化・向上（取組の質を高めることが重要） 
 少量多品種への生産へ転換し、品質保証により安定した受注を確保することが優先と確認。不足していた品質保  
 証の人材として大手企業OBを採用。QCサークル活動、改善提案制度を導入し、品質が向上。 

② 人手が不足している業務を見つめ直す 
固定観念を払拭する。 

業務を洗い出し、軽作業と重作業を切り分ける、フルタイム勤務を短時間に切り分けるなど、業務を細分化する
（プチ勤務）。細分化により一部を切り出し分担することで、求人数は増えるが求人獲得の可能性が広がる。  

（取組事例） 
• 熟練業務と非熟練業務を切り分け、業務の細分化により、女性が従事しやすい作業工程を構築。柔軟な配置転換や短
時間勤務制度、フレックスタイム、育児休業中の社員への情報提供により女性が働きやすい環境を整備。女性の確保
に成功し、社内の雰囲気も良好に。【製造業：三重県】 

• 「ガソリンスタンドは若い男性が働くもの」という固定観念を払拭し、主婦・シニアが働きやすい超短時間勤務
（１日１時間）を導入。１２名の採用を実現。 
 

４．重要な視点（３つのステップ） 
ステップ１：経営課題や業務を見つめ直す 



③ 業務に対する生産性を見つめ直す 
■ＩＴ・設備の導入やラインの組み替え、レイアウトの変更、アウトソース等の業務改革により、生産性を高める。 
技術の伝承と労働力不足の問題をロボットの導入・リースでも解決できる。負担の軽減も図ることができる。 
自分のことは自分ではわからないので、第三者による分析や支援も有効。 
ムリ（設備や人への過負担）・ムダ（原価を高める要素）・ムラ（仕事量・負荷のバラつき）の削減や標準化も有効。 
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• 大口の注文で溶接工が不足。人材も定着しなかった。設備導入により半自動溶接の行程を自動化。受注の獲得につな
がっている。【製造業：大阪府】 

（取組事例） 
• 多品種小ロット生産で利益があがる体制の構築が課題。広く明るい空間で仕事が出来るよう社屋を改修し、マシニン
グセンターなどの設備を導入。職人のノウハウをデータベース化し、加工技術の標準化に成功。ルーチンワークは機
械化し、従業員は知的労働に従事。開発力や生産性が向上。【精密機械製造業：京都府】 

④ 業務に対する求人像を見つめ直す 
固定観念を払拭し、業務の見直しと合わせて、求人像の幅を拡げる。 
人員異動で別の求人に置き換えるのも有効（営業や製造現場に人が足りない場合、社内の事務職をそうした現場に
異動させて能力を育成し、事務職を求人することが解決策になる場合もある。） 

とにかく○○人材という発想をやめ、定着率が高い主婦層やシニア層にも目を向けるべき。 
（取組事例） 
• ３K職場イメージで若手採用に苦戦。作業単価の下落とともに、ベテランの高齢化もあいまって技術継承に課題。求人像
を見つめ直し、性別・国籍・年齢・経験の有無にかかわらず、人材を採用。作業工程を切り分け、経験の有無によらな
い人材育成システムを確立。あわせて、事業所内託児所の整備や短時間勤務制度を導入。結果、若手女性が付加価値の
高い塗装を実施。販路拡大につながっている。【建設工事：大阪府】 
（取組事例） 
• 女性は主にアシスタント職で活躍していたが、専門職においても積極的な女性の採用を行った。出産・育児には都度個
別に対応。設計・開発・製造など３割近くまで女性が増加し、女性の感性を活かした製品開発や現場改善が拡大し、最
高益を達成。【製造業：三重県】 

４．重要な視点（３つのステップ） 
ステップ２：業務に対する生産性や求人像を見つめ直す 



⑤ 働き手の目線に立って、採用・自社ＰＲを見つめ直す 
ターゲットが明確で、ターゲットに対するメッセージがリアルで明確であることが重要。  

社長自ら思いを語る等の採用体制や採用手法の選択も重要。募集時に良好な母集団を形成するという発想が重要。 

ヒストリーやライフスタイルなど働き手から見た自社の特徴・魅力を訴えていくことが重要。欠点も時に有効。 

インターンシップを通じた企業理解の促進。 
（取組事例） 
• 結婚・出産・育児をする女性が働きやすいよう、復職しやすいような基盤を整えてきた（ターゲットは女性）。業務
の魅力をＰＲするのではなく、生き生きと働く従業員のヒストリーやライフスタイル、キャリアプランをＰＲするこ
とにより（ターゲットへのリアルで明確な情報）、共感してくれるような人材を確保。【サービス業：宮城県】 
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• 会社説明会で、社長自ら理念や業務を説明。想いを共有できる人材を採用し定着率が向上。【給湯器販売業：福島県】 

⑥働き手の目線に立って、職場環境を見つめ直す 
働き手の制約が何かを考え、その対応策を講じることが重要である。 
①女性（主婦等）：育児との両立を重視しており勤務体系の柔軟性が重要。賃金条件が多少合わなくても定着する傾向。       

         ＜対応策＞ 短時間勤務、フレックスタイム、在宅勤務等、時間に柔軟な勤務体系  
②高齢者：健康や生きがいを重視しており、身体負荷への配慮や無理のないシフト、繰り返しの指示などが重要。 
         ＜対応策＞ 短時間勤務、無理のないシフト、再雇用時の説明、繰り返しの指示、身体負荷への配慮 
③外国人：能力、成果主義、ジョブの明確化を志向しており、人事制度の明確な説明が重要。私生活面でも苦労しがち。 

         ＜対応策＞ 人事制度の明確な説明、日本文化や日本語、生活面のサポート  
（取組事例） 
• 復職女性や外国人、障害者などを積極的に採用。誰でも７０才まで働ける雇用制度や短時間勤務制度、在宅勤務制度を
導入。１つの業務を二人で担当する「ダブルアサイン」制度も導入。社長塾を毎週実施しているほか、週末に、上司と
メールでやりとりする仕組み、英語力、対人・態度能力で月額の手当を払う仕組みを導入。意欲の向上につながり、 

 ６０才定年者全員が再雇用される。１０年以上、離職率ゼロ。２３年連続黒字。【輸入商社：東京都】 

４．重要な視点（３つのステップ） 
ステップ３：働き手の目線に立って、人材募集や職場環境を見つめ直す 













〇生産性を見つめ直す 
   - 革新的ものづくり・商業・サービス開発支援補助金の活用による設備導入 
   - プラスITフェアやサービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業の活用によるIT導入 
〇求人像を見つめ直す 
   - よろず支援拠点等による経営相談（「人材不足対応アドバイザー」（仮称）の配置） 
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３つのステップごとの支援策 

   - よろず支援拠点等による経営相談（「人材不足対応アドバイザー」（仮称）の配置） 
   - 中小企業大学校における経営者向け研修 

【ステップ１】 経営課題や業務を見つめ直す 

【ステップ２】 生産性や求人像を見つめ直す 

〇人材募集を見つめ直す 
   - 地域中小企業人材確保支援等事業によるマッチング支援等の活用 
   - ハローワークの活用 
   - 雇用関係助成金による採用の後押し 
   - 外国人受入インターンシップ等の活用による外国人の受入れ 
   - 新・ダイバーシティ経営企業１００選等を活用したＰＲ 
〇職場環境を見つめ直す 
 - 専門家派遣事業によるアドバイス 
   - 職場意識改善助成金等の活用による環境整備 
   - 雇用関係助成金による人材育成等 
   - ものづくり中核人材育成事業等による人材育成 

 人手不足対応のガイドラインの関連施策を活用することにより、事業者の取組を後押し。 

【ステップ３】 働き手の目線で、人材募集や職場環境を見つめ直す 

６．人手不足対応のガイドラインの関連施策 




